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吉 武 清 彦
W.A;Robsonの新著NatienaligedIndustrPtandPublicOωnershipは,イギ リ
ス国有化産業に関す る戦後の最も活灘なそ して最 も体系的な研究 と云 えるであ
ろ う。戦後労働党政府に よって石炭 ・鉄道 ・電力等の基礎産業が国有化 されて
か ら,既 に十数年を経過 し,そ の実績 もほ 父明 らかになっておる。その間イギ
リス経済 自体 も又その国際環境 も,国有化が行われた1940年代後半 とは著 しく
変化 し,ま た更にイギ リスの世論 も国有化発足当時の熱狂的な国有化支持の方
向か ら次第に冷静な国有化批判の方向に眼を転 じ,国 有化政策の功罪に関す る
論 議は盛んにな りつつあ り,今 や国有化産業の将来如何はイギ リス国内経済政
策の一つの大きな課題になっておる。1960年10月上旬イギ リ・スのスカ 一ー一くラで
開催せ られた労働党大会に於ては,国 有化の方向をめ ぐって労働党の党内左派
と執行部 との間で激 しい論争が交わ され,依 然として国有化部門の拡大 を強調
す る左派は,国 有化拡大を制限し,国 有化は 目的と状況に応じて随時決定 さる
べきであるとす る執行部の案にきびしい攻撃を加えたのであるが,之 を見て も
国有化の将来の問題はイギ リスの社会主義者達の間です ら今 日に於ては何 ら統
一的な見解がないことが明 らかである。このような見解の多様性を反映 してか
最近発表 されたイギ リス国有化産業に関す る研究 も,国 有化の過去の実績に就
'いて,極めて異 った結論を導き出しておる。例えぽ,国 有化は 『期待 したプラ
ス を殆んど もたらさなかったのに反 し,予期 しなか ったマイナスが多 く現われ
一100一 商 学 討 究 第12巻 第3号
"
た』 とす るKelf.Cohen,Nationalisationin、B露`α∫η一theE dofaDogma,1958.
や 国有化 に極 めて 批判的 なイギ リス経 営者団体(FBI)の小冊子Nationaliaation
の如 きは,国 有化 反対 論の好 例で あ る。之に対 して国有化産業の実績は 芳ば し
くなか った ことを認 めつつ も,社 会全 体の発展 に対 してプ ラスの面 を も有 して
い た ことを主張す るH.Fagen,Nationalization,1960やJ.Hughes,NationaliCe♂
lndustryintheMixedEconomyの如 ぎ国有化弁護論 の書物 も可成 り多 数 表 わ
れ てお る。
所で,こ の大著 の特 色は どこに求 め ることが 出来 るであ ろ うか 。私見 に依れ
ば,そ れは次 の二 点に存す ると思 われ る。第 一は国有化産業 に関 して過去十 数
年 間に現われた彪大 な資料の数 々を よ く消化 しそれ を要領良 く紹介 した上,更
に数 多 くの さまざまな国有化産業 に対す る批 判 を も公平に と りあげて叙述 して
お る点に求め られ るであ ろ う。 この ことが著 者 の意識的な努力 の結果であ った
ことは,著 者 の次の序文 の中に もうかがい知 ることが 出来 る。 『信ぜ られぬ程、
の多数 の無智 と歪 曲 と誤解 とが,.この問題(イ ギ リス国有化産業 を指す 一一紹
介者附記)に 就いて書 き又語 る人 々の間に見出 され得 る。……私は,し か しな
が ら,正 直に著述す るために最善 を尽 した積 りであ る。それは愉 快な事 実であ
ろ うと不 愉快 な事 実であ ろ うと事実 を歪 曲 しない所 の,そ して この問題 に関 し
てな るべ くバ ラ ソス の とれた 一 つの 見解 を示す 所 の 著述 を なす ことを 意味す
る。読者 は以下 に於 てすべて を白か黒かに割切 った よ うな姿や,単 な る成功 祢
語か失敗 物語 を見出す ことはないであ ろ う。』(p.8.)たしかに この よ うな著者
の態 度は,国 有化 に関す る極め て一面 的 な批判や イデオ ロギ ー的批判が非常 に・
多い現在 に於 ては,必要 な態度 と云わ なければな らぬ 。そ して これは既 に1952年
に 『国有化 産業の諸問題』(ProblemsofNationaliaedIndustr1)を編集出版 し
た経験 の あ る同著 者に して始 めて可能であ ったであ ろ うし,又 この ような仕事
には著者 が イギ リスの中で も最適 の人であ った と云 え るであ ろ う。第二 の本書
の特徴 は,約 言 して云 えば,イ ギ リス国有化 産業 を弁護 してお ると云 う点に求
め られ る。弁 護 してお ると云 うのが云 い過 ぎであ るとすれば,少 くとも愛情 を
以て国有化 産業 を眺めて お ると云 え るであ ろ う。勿論国有化産業に於 て非難 さ
るべ き弱 点や 欠点を著者は学者 と して 明確に指 摘 し公正に国有化産業の実態 を
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掘 握 しよ うと努力 して お ることは本書全体 を通 じて感ぜ られ る所 であ るが,そ
れに も拘わ らずそ の底には国有化産業に対 して著者が暖かい愛 情 を有 して お る
ことは到 る所 で認め得 るのであ る。著者W.A.Robsonが1930年代の 社 会主義
運動 と如何 な る関係を有 し,又40年代後 半の国有化産業成 立期 に於 て如 何 なる
一政 治的活動をな し又如何な る政 治的信念を抱 いていたか は紹介者 には不 明で あ
るが,少 くと も前 著ProblemsOfNαtionaliaedIndustrPttle於て,紹介者が 『公社 こ
そ は,イ ギ リス過去50年の歴史に於てな された重要な政 治的革新の中で も,最
も重要 な ものの一つであ り,そ れは19世紀資本 主義経 済組織 の中で果 した株式
会社 の役割 に匹敵す るものを,国 有化産業 の中で果す よ うに運 命付 け られてい
る。』(P.53.)と述べ た著者の根本 的信念は,国 有化産 業の示す 多 くの弱 点や
欠 点に も拘 らず,本 書 に於て も揺 ぎのない もの とな ってお るのであ り,こ の よ
うな根本信念 こそが彼の愛情 の原因であ ろ う。 ロブ ソソの愛情 が,果 して人を
盲 目にす るよ うな愛情であ ったか,或 いは正 しい理 解を生む愛情 であ ったか は
本 書全 体を通 じて判断 されねば な らぬ こ とであ るが,少 くと も本著 を通読 して
得 た紹 介者の 印象で は彼の分 析が客観的であ り正 しい理解を示 してい るよ うに
思 わ れた。
W.A.Robsonはロ ソ ドソ ・ス クール ・オブ ・エ コノ ミクスの 行政学 の 教授
で あ り,同時に 『公企業』の講義 も担 当 してお る。紹介者 は ロソ ドソ・ス クール
・オ ブ ・エ コノ ミクスに在学 中 この 『公企業』 の講義 を聞 いたが ,当 時既 に本
書 の内容の若干は講 義の中で述べ られていた。恐 らくは講義 の形式で数年前 か
ら本 書の大綱は徐 々に準備 されていた ものであ ろ う。本書 の内容 は次に示す 各
章 の構成で も明 らかな よ うに国有化 産業の殆 ん ど凡ての面 を扱 って お るが,特
色 としては,や は り行政 的な面 に重 点が置かれ,経 済的 な面は,軽 視 されて お
る訳で はないが,少 くとも経 済学者 が行 うよ うな詳細 な理論的分析は示 してい
ない。 このRobsonような行政学 的に見 た国有化 産業 の分析 と同様に,経 済学
的 に見た国有化産業 の理論的分析 も必要 であ ろ うし,(例 えば,産 業連関分析
に依 る国有化産業の分析,国 有化 産業の投 資政 策のイギ リス経済 の金融 ・財政
に及ぼす イ ソパ ク ト・価格政 策 ・国際貿 易 との国有化産業 の関係 ・イギ リス賃
金 決定 に於 て果す 国有化産業労働者の賃金水 準の役割 等)こ の行政学的 と経 済
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学的な分 析 とが両 々相侯って始めて国有化産業の全貌を正 しく把握す ることが
出来るであ う。更に もう一一つの類書に見 られない特長は,技 術進歩 ・研究開発
の促進に関 して行政学上の観点から可成 りの頁をさいて詳論 しておることであ
る。例えぽ第13章は研究開発に充当され,第14章は長期の発展計画に就いて論
ぜ られ て お る。かか る問題は国有化産業に関す る従来の研究書では比較1勺閑
却されていたのであ るが,こ れ らの章に示され る著者Robsonの技術進 歩 ・研
究 開発 の 促進 に対す る熱意は並 々ならぬ ものを感ず る。技術革新の現代に於
て,こ の ことは当然なことであ るが,一 面現代イギ リスに於ける科学振興の熱、
意を感 じて興味深い。
本書の構成は次の如 くである。
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索 引
以上の内容 の中か ら,最 近特 に国有化産業 につ いて論争 の対象 にな ってお る
点,或 いは従来 軽視又は省略 されていた事実乃至問題 点を と りあげ て紹介を試=
み たい。
1.国 有 化 産 業 の 経 営 組 織 を め ぐ っ て
W.A.Robsonは第四章 に於 て 国有化産業の 経 営組織 の 問題 を と りあげ,石
炭 ・電力 ・ガス ・鉄 道 ・BBC等主要 国有化産業の今迄の経 営組織 の良否 に就 いて論
じてお る。先づ石炭 に就 てで あ るが,こ れ は従 来過度の中央集権 化が批判 され
て来 た もので あ る。例えば石炭業 は単一・の組織体 になったため組織が大 きす ぎ
て非能率であ り官 僚主義的であ る とか,現 場支配 人(Pit-manager)の職務権 限が
明確で な く,例 えば 自分 の部下 の昇進やそのほか人事の こと迄 自己の権限で決
定 出来ず,自 己 の上部管理老 の決定 に またなければ な らぬ等 々であ る。 しか し
Robsonは中央集権 の 弊害 な るものを 殆ん ど認めてお らず,中 央集権は国有化
に伴 う必然的な もので あ ることを強 調 してお る。地方分権政 策 を,現 在存在す
る9つ の地区石炭庁 をそれぞれ独立 の組織 体 として分離せ しめ る政策 と解す る
な らば,そ れは時代逆 行的であ って,国 民的規模の単一 の組織 体であ って こそ
始め て石炭 業 に於 て労 働力 ・賃金 ・投 資 ・価 格 ・研 究等の各部門経営政策 は含
理的 な ものた りうると主張す る。そ してRobsonは,Fleck-Reportの次 の結論
『イギ リス石炭 庁は従 来 よ り以上 に中央集権 的であ るべ きであ る。』を全面的
に支持 して お る。 しか し同時 に,従 来下部 の管理機関に於い て責任権 限が 明確
でなか った こと,又 各 ス タ ッフ間の コ ミユニヶ一シ 。ンが 不充分 であ った こと
更に末端 管理者であ るcollierymanagerの管理能 力が不十分 であ った こと(PP.
86-88.)が,現在石炭 業 の管理組織 に於 て是正 され るべ き点であ ると主張 して
お る。 この よ うな著者 の中央 集権fヒを是認す る態 度は,電 気産業の 組織 が過度
に中央集権 的であ る と批判 したHerbertCommitteeの結論 に対 して も反論 とな
って表われ,(P.93.)従来の組織 形態 を是認 しておる。電気産 業 の経営組織 は
Herbert-RepOrtの後 に若干改正 され,Herbert-RepOntの答 申に従 っ て地 区配電 局.
(AreaElectricBoardS)の財政的独 立やその他地 方分権化があ る程 度実 現 されy
又政府 の意向に従 ってElectricityCouncilが設立 された。 しか しRobsonは従
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来 の電気産業の組織は根本に於て能率的 ・合理的で あ って若干の変更は差支 え
ない として も大規模 な編成変えは必要 ない もの と見傲 してお る よ うであ る。之
に対 してRobsonが極めて批判 的で あ るのは,イギ リス運輸委 員会(theBdtish
"TransportComLmisssiom)の組織で あ る。 イギ リス運 輸委員会 は1947年の法律 で
は本 来が次 の六つの運輸関連業務一 鉄道 ・道路輸送 ・道路旅客輸送 ・ホテル と
食堂の経 営 ・ドックと国内水運 ・ロソドン旅客 輸送一 の全体 に就 いて政策立案
と調整 と統制 とを行 な うのを主 目的 としてお るが,こ れは ロブ ソソを して言 は
しめ ると余 りに組織が複雑多岐にな り過 ぎ,『 屋上 屋をかす」が如 き不要 な組
織 の積み重ね と言 う結果にな った。 イギ リス運 輸委 員会 の任務 とされた各運輸
機 関の間の調整 や,そ の利害 関係 の調和 の如 きは,本 来が 関係大 臣の管轄 内に
あ るべ き事柄であ って,大 臣 と運 輸委 員会 とは機能 に於て重複 してお る。当然
の 結果 として運輸委員会 は,そ の課題 の遂行 に於 て極 めて不十分であ った と言
わ ざるを得ない。鉄 道 と道路輸送 との調整が委 員会 の手で迅速 に行われ得なか
ったの も,鉄 道近 代化 計画が非常 に遅れたの も,一 つの原因は この運輸委員会
の 組織 の 欠陥に 求むべ きだ としてお る。(p.96.)運輸 委員会の 任務が その委
員会に は 手に余 る程過大で あ った ことをRKelf・Cohenも"Nationalizationin
Britain"に於 て述べ,発 足当時の運輸委員会程 重大 で広汎な諸 任務を背負わ さ
れた 人 々の グループは歴 史上今迄殆 んど見 出す ことが 出来ない程 であ った と書
いて お る。(ibid.,P.68.)更に又従来 迄独 立 した機 関であ った 『ロソ ドン旅客
輸送委員会」(TheLondonPassengerTranspOrtBoard)は1947年に,イ ギ リス
運輸委員会に包含 され るに到 ったが,之 に対 して も ロブ ソンはそ の統合に反対
の 意見 を表 明 し,昔 の通 りに独立 した機関にすべ き ことを主 張 してお る。(PP.
ユ03-104.)
Robsonの中央 集権 的 大規模経 営組織 を 是認す る態度 は,中 央集権 を容認せ
ず,国 有化産業の経営組織は国民 的規模 でな く地 区別乃至地方別 に小 さ く独立
した 多数の単位に よって構成 され るべ きだ とす るActonSocietyTrustの結論,
更にH.A.Cleg9やT.E.Chesterの主張 に も真正面か ら対立す る ことにな る。
RobSonはpp.112-118.の中で上述 の結論の 内容を紹介 した上で,こ れ ら地
方 分権論者 の所説 を論駁 してお る。ACtionSocietyの地 方分 権の主 張は,そ の
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根 拠 を主 として大規模組織に伴 う非能率 ・官僚主 義 ・人材 の浪費 の弊害 の中に
求 め,そ の よ うな弊害を除去す るためには,1)最 下低 の作業単 位(operationa1
-unit)を確立 し,そ の単位 には よ り大 きな権限 を与 えて単 位内でめpersonalloy-
・alityとhumancontaCtを大 き くす る必要 がある。 それ に よって能率 向上 ・士
気 の向上 を計 る ことが 出来 る。更には2)現 場支配 人(operatingmanager)と
.最終 責任者 との間 の長 い指 令の連鎖 をたち切 って,そ の間に見 られ るみぞ をな
くす ることが必要 であ り,その 目的のためには大規模組織 では駄 目で,小規模経
営 組織 が 欠 くべか らざるもので あ ると主張す るのであ る。之 に対 してRobson
は よ り大 きい職務権限 を最下低 の作業単位 に与 えそれを 明確化す る ことの必要
・性 は認めてお るが ,こ の よ うな組織の地 方分権化 は国有化 の効果 を無 こす るも
の で あ るとし,反 証 として国有化 以前1920年代に見 られた 私企業時代 の石炭業
・の非能率 ・退嬰性 ・更には国有化 以前 の電気産業 経営の非合理性 ・或 いは1920
年 代の イギ リス鉄 道の保守性 をあげ 『地方分 権の政 策は,能 率 を増進す る よ り
・は沢山の不利 益を もた らす であ ろ う。」 と述べ てお る。
2.国 有 化 産 業 間 の独 占 と競 争
以上で明らかな如 く,Robsonは国有化産業の経営組織 としては大規模な組織
の 優位性を主張す る訳であるが,しか し同時にこの大規模な組織は,特に全国的
単一組織NCBの 如 き の場合には一層のことであるが,や や もすれば普
通独占の弊害 と云われ るものを生みやすいことも認め,特 にそれは能率向上へ
の 刺戟がない ことに見出しておる。従 って国有化企業の能率を如何にして測定
しこれを向上せ しめるかの問題に対 してRobsonは少なか らず関心を払ってお
り,本書第五章の 『競争 と独占』 もこのような能率の向上 と云 う視点か ら考察
、しておる。
Robsonはこの 問題を次の如 くに述べておる。『もし国有化産業内で も対抗意
識 を増加す る必要があることや,国 有化産業 と私有産業 との間に於て競争意織
を増す必要があることが,はっき り認識 されたな らぽ,国有化産業の組織形態 を
め ぐる諸問題は より容易に解決 しうるであろ う。我 々はそのようになる時には,
営利会社や官営企業 よりも遙かに規模の大 きい現在のような公 社 組織 を如 何
・に して統制 し管理す るかの 方法に ついて頭を悩 ます 必要が な くなるに違いな
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い。そ して よ り容 易に管理 し得 る適度の大 きさの組織体 の方が,1945-50年の'
間に 設 立 された 巨大 な公社 の 組織体 よ りもよ り好 ましい ことに な るに 違 いな
い』(P.127。)RobsOnはこの引用の末尾で も明 らかな よ うに,必ず しも常 に大規
模 組織 が 良い と主 張 してお る訳では ない し,経 営規模 は産業 に依 って異 なるべ
き ものであ る ことを明確iに認識 してお る。 しか しCoal,Electricityの場 合に於 て
は 明 らか に大規模 の組織 体の優位性 を主 張 してお るのであ る。Robsonは確か
に大規模組織論者 には違 いないが,し か し必 ず しも常 にそれが良 い と主 張 して
お る訳でない ことに注意す る必要が あ る。
この よ うな競争 の増大 と云 う観 点か ら,Robsonは1953年に行 なわれ た 道路輸
送(roadhaUlage)の非 国有化 ・私有化 に対 して プラスの効果 を期待 してお る。
(P.120.)道路輸送は,そ れ以前,イ ギ リス運輸委 員会(BTC)の 管轄下 にあ
った訳 であ るが,そ の場 合鉄 道 と道 路 との調整(Co-ordination)と云 う美 名の下
に,道 路輸 送 の料金を高 くしそのため道路輸送経 済の発展 が阻 止 され る可能性
が あ った とRobsonは見 てお り,従 って道 路輸 送が私有化 され る ことは道路輸
送 の発展 を 自由に伸長 させ ると共 に鉄 道 に対ナ る競争 を増大 させ,鉄 道 もその
刺戟 に基 いて能率 向上 を計 るよ うにな ることを期待 してお る。(p.120.)同様 の1
理 由で,テ レビが独立 の組織体 と して 発足 した ことに対 して も,BBCと の競
争 の増 大 と云 う面か らプ ラスの効果 を期 待 してお る。
この競争 の増 大乃至独 占の弊害 の防止 と云 う観 点か ら,Robsonは二 つの方
法を と りあげ てお る。一 つは国有化産業 の間 での競争 ・刺戟 の増大であ り,例ど
してRidley{)ommitteeの勧告 をあげてお る。Ridley-Committeeはイギ リス燃 料政
策 に於 て,石 炭 ・ガス・電気 等の間の調整 が十分 に良 く行 なわれ ていない ことを
指摘 し,燃料 資源の 最 も経済 的使用 の見地か ら,燃料の価格設定にはその コス ト
を反映す るよ うにす る こと,各 競 合燃料 に対す る消費者 の 自由選択 の度合 を極
力拡大すべ き ことを主 張 し,そ の上で各燃料間の競争 が行 なわれ る ことを勧告
した もの であ る。Ridley-RePOCtはこのためには燃料資源に関 して 『料金制 度勧
告委員会』(TariffsAdvisoryCommittoe)を設立 し,燃 料資源の経 済的使 用が可
能 にな るためにCoa1,Gas,Electricityの料金 を如何に設定す る の が 合 理 的 で
　
あ るかに就いて この委員会が専門的に調査す ることを提案 し,更 には この他 に
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『合 同燃料動力計画委員会 』(lointFuelandPowerPla】uningBoard)も設 立 し
て,燃 料,動 力の生産流通部面 に於け る調整(Coordination)を促進す ることを
も提案 した 。 かか る二 つのRidley・Commiueeの提 案 は まだ 実現 されてお らな
いが,Robsonはこれ らの提案 が 燃料動力 経 済 に於て独 占の 弊害 をな くす るた
め に是非実現 され るべ きであ る と述べ てお る。(p.125.)RobSonが第二 の方法
として提案 してお るものは,私 企業 と公企業 とを競争 させ る方法であ る。そ の
典型的 な例は フラ ンスのル ノー自動車製造工場 であ って,イ ギ リスの将来 の国
有化の一つ の方法 として,こ の フラ ジスの如 き方 法を採用す ることをすす めて
お る。Robsonはイギ リスで も例 えば セ メ ソ ト産業に於 て一・二 の工場 乃至企業
だけ を国有化 させ,他 の私企業 と競争 させ ることは何 ら差 支 えない ことで あ る
と述べ ておる。(p.122.)この よ うにRobsonが独 占に対 して競争 の意 義を強
調す るのは三 つの根拠 があ るよ うに思 う。第一 にはイギ リスの社会主 義者 達の
独 占と競争 とに対す る考え方が職後 著 し く変化 し,競 争 の持 つ創 造的 ・能率刺
戟 的効果が高 く評価 され るよ うにな った ことに基 く。 そ の代表 的な例 はThe
FutureOfSocialismに現われたC.A.R.CrOsslandの意見 であ る。第二 には イ■
ギ リス経 済 自体が現在既に余 りに独占 と制 限的慣行(MonopoliesandRestrictive
Practices)とが強力であ って,資 本 家のみで な く労 働組合幹部 も労 働者 もいつ
れ も競争 を好 まず,全 体的に競争及 び競争 的意 識が稀薄 であ る。かか る傾向は
安定 には プラスで あ るが進歩 にはマイナスで あ り,Robsonは国有化企業 が こ
の傾向を一層 強め る ことがあ っては な らない と考えてお る。第三 には国際 競争
に対す る配慮であ る と思われ る。国有化企業 は いずれ も基 幹産業 であ り,そ の
能率 ・そ の価 格は イギ リスの輸 出産業に甚大な影響を有す る。 こ こで独 占の弊
害が現 われ ることは,結 局イギ リス経 済全体 の発展 と成長 に甚大 なマイナスで
あ る。以上 の よ うな三 つの点が,Robsonの考 え方の背後 にあ った よ うに推 察
され る。 」
3.政 府 並 び に議 会 と国有 化 産 業 との関係
第二次大戦後イギ リスに新 らしく設立された公社(publiccorporation)は,
1920年代に設立 された公社に比 してその運営の自主性に於ては後退があ ったこ
とは既 に各方面か ら指摘されておる所である。乃ち戦後新たに設立された公社
ノ
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は,多 くは基礎産業であってイギ リス経済の中で占める割合 も戦前の公社 より
は遙かに大き く,又公社の運営如何はイギ リス経済に甚大な影響を及ぼすので
大臣の公社に対す る監督 と統制力 とは大き くな らざるを得なかった。特にその
なかで もイギ リス原子力公社に対する大臣の統制力は他のいつれの公社 よ りも
大きい。
しか しそれに も拘 らず,公 社の本質たる経営の 自主性 もまた尊重されねばな
らぬ。もしこの自主制 と企業敢為性 とが政府の干渉のために萎縮 し失われて し
つ
まうならば,公 社の存在意義は失われ国営企業 と何 ら変 る所はな くなる。従 っ
て戦後で も公社の 『日常業務の管理』(theday-to-dayadminiStration)には政
府 も議会 も干渉せぬ ことになってお り,これを尊重す る建前になってお る。こ
のような建前にもかかわ らず この増大 した政府 ・議会の干渉と公社の自主性 と
の間にはまだ調和がとれず未解決の問題が生れておる。
この両者の関係でRobsonが特に好 まし くない傾向として指摘 しておる点は
二つあ り,一つは所管大臣が公式的に表立ってではな く,非公式に公社 と討論
●・折衝 ・圧力をかけること等を通 じて公社に干渉す る傾向が著 し く増大 した こ
とであ り,他は議会に於て国有化産業の管理についての質問が既に余 りに多 く
な り過 ぎ,些 細な公社の 「日々業務の管理』 迄 も議会の 質問の対象 とされ,
Robsonの表現を借 りると 『この点で更に譲歩するとすれば,今 日既に最早や
大臣の干渉 と密かな影響力のためにその基礎を脅かされておる公社の経営の自
主性 と公社の本質 とが,文 字通 り危 胎 に 瀕す る迄に到っておる』程である。
(p.175.)
先づ最初の大臣の公社に対す る非公式的干渉であるが,こ れは最近になって
次第に明らかになって来た事実であると云 う。Robsonは書いておる。 『所管
大臣と公社 との関係の真の姿は漸 く最近公衆に明 らかになって来た。最近に到
る迄大臣は自己の干渉活動を注意深 くか くしていた。それは疑いもな く大臣が
自ら干渉 したことが らや公社か ら相談をもちかけ られたことが ら,更 には大臣
が議会及び公衆に対 して共に責任を負いた くない事柄に関 して大臣が議会で答
弁をせねばならな くなることを避け ようとす る意図か ら出た ものである。』(p.
142.)特に最近ではこのような非公式の干渉 と云 うものは公社の財政に関す る
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問題 に多 く現 われ てお る。(P.157.)例えぽ石炭 の価 格や運賃料金 の改訂 等 ・又
灘,
労働者の賃上げ問題等である。ここで改めて二つの行政上の根本問題が反省ざ
れねばな らな くなる。一つは政府の公社に対す る干渉の範囲は どのようなもの
であレるべ きか,更 にはこの政府の干渉はどのような方法をとるべぎであるか と
云 う点であ る。この第一一の点に関 してはさまざまな意見があ り,例えば電気産業 ・
に関 して調査を行 ったHerbertConmitteeの結論は,『 公社は恰か も営利会社 、
の ように純経済的動機だけで運営 さるべきであ り,政府は公社の経営には この
種のものである限 り干渉すべきでない。ただ政府の干渉 しうるの は この経 済
ノ
的要 因 を離 れ た政 治 的 要 因 を考 慮 した場 合 に 限 る。 』 と云 うの で あっ
た。この ように考えるな らば財政問題の如きは原則的には公社の権限内であっ
て政府の容啄の許 さぬことになる。之に対 して故人 となったA.Bevan等は,
『国民的利益は,や は り公社 よりも政府の方が より正 しく判断 し得る』 もので
あるか ら従 って財政問題の如き国民経済に影響の深い問題はやは り政府が干渉
す縛きであると云 う見解 を有 しておる。RobsonはこのA・Bevanの意見に賛成
であ り,国 民的利益か ら公社に対 して政府が干渉す るのは必然であ り財政問題
等で も止むを得ない場合があると考えておる。ただRobsonの賛成 しかね る点
は第二の干渉の方法であって,従 来の如 く大臣が責任のがれのために非公式に
干渉す るのは極めて好 ましくないことを強調 しておる。 『大臣の決定は公開さ
れた指令の形式でなされ るべきであ り,も しかか る指令の形式が とられない場
合には,人 は公社が独自の決定 をなした ものと判断 して差支えないようにある
べきだ。大臣が干渉す る時には,大 臣は この干渉の根拠 も明 らかにすべきであ
る。』(PP.158-159.)とRcbscnは述べてある。
議会 と国有化産業 との関係について,RobsonはH.MOrriSonと見解を同じ
くし,公社に経営の自主性を認めた以上は,国有化産業の 日常業務に就いての質
問は,公 社の自主性を犯す ことにな りその積極的な経営に阻害的であるか らす
べきでな く,従 って質問は重要事項に限 って一定の形式を踏んでなされるべき
であることを主張 しておる。前述 した ようにRobsonは,既に議会での議員の質
問はその範囲 も量 も大き くな りすぎてお ると考えてお り,しか もそれ らの質問
は内容的には,議 員の不勉強のために,低 級でつ まらぬ ものが多い と考えてお
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る。 これは,Kelf-Cohenの議会は国有化産業 に就 いての情報 が不十 分に しか得
られ なか った と云 う主張(Cohen,ibid.,PP.142-144.)とは 真 正 面 か ら反対
す る見解 と云え る。Robsonといえ ども議会 と国有化産業 との関係が決 して満
足 すべ き もので ない ことを認 めて お るので あ るが,こ の よ うに 主 張す るのは
Rol?sonが経営 の 自主性 を尊 重す るためか らで あ ろ う。 議会 に於 てつ ま らぬ 質
問 のため時間が浪費 され るの を防止す る方法 として,Robsoriは1)消費者 の
公社に対す る苦情に関 しては,之 を議会に持 ち込 まず消費者委 員会(Consum・
er'sCouncil)に持 ち込む よ うなル ーチ ソをつ くり上げ ること。2)議 員の公社
に対す る質問は,直 接議 員か ら公社宛に質問状 を出 して解 答 を求め ること。 こ
の二 つ を提案 してお る。(p.177.)
4.監 査 委 員 会(AuditCommission)の 提 唱
以上の よ うにRobsonが公社の議i会及 び大臣の干渉か らの 自由 を強調 し,そ
の 自主性 を尊重すべ きことを主 張 したの も,そ れは公社の能率 が損われ ること
を最 も恐れたか らに他 な らず,従 って この公社 の経営能率の問題 こそはRobson
の最大の関心事で あ った のであ る。能率の測定に関 しては,国 有化特別委員会
(Se!ect(IOmmitteeonNationalizedIndustries)や他略 勧 委 員会(Chambers
Committee,FleckCommittee,HerbertCommittee)等がそれぞれ,個 別的に調査
を行 な って来た が,Robsonはこれ らでは不十 分であ る として能率 測定の専 門
委 員会 た るべ き国有化産業監査委員会(AuditCommission)の設立す る ことを
提 唱 してお る。由来 国有化産業 の能率の測定に関 しては私企業 の如 く簡単 には
行 かない。私企業 の場 合には,そ の能率 は一応損益計算書に於て表 示 され,ま
た同種産業 の各個 別企業 を比較す ることに依 って さまざまの生産性 が数 字 とな
って示 され得 る訳 であ るが,公 社 の場 合には独 占企業であ るために他 との比較
も出来 なければ,又 その年 次報 告 に於け る損益計算書のみ を以てその能率 を測
定す ることも出来 ない。公社 は公益に最大の奉仕 をす ることが使命であ って,
利潤乃 至剰余 金 を生み 出す ことは私企業 と違 って必ず して要求せ られず,又 更
にそ の生産物乃至サ ー ビスの価 格設定 は公社 自身で単独 に決定せ られ る もので
な く,所 管大 臣の指令乃至許可 を必 要 とし,損 益 計算書 に示 され る成果 は,私
企業 のそれ とは著 し く異 った性格 を有す る ものだか らで あ る。
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Hanson氏は公社の能率測定のためには,公 社の追求すべ きさまざまの目的
;についての価値判断が前提 として存在すべきであるが,このよ うな価値判断は
一義的に決定され得ず ,民主主義社会に於ては窮極的には議会に於てかか る価
値判断が集合的な形で表示されねばならぬ と主張しておる。(p.202.)しか しな
が らかか るHanson氏の主張には ロブソソは反対であ り,かかる価値判断は政
治的イデオ ロギーの相克のため実際には容易に一致した形では得 られず,又 得
られた として も,能 率の測定には多大の専門家的知識が必要 とされるため,多
i忙な下院議員の能力を以て しては決 して容易に測定出来ない。そ こでRobsOnは
能率測定のために監査委員会(auditcommission)を設立す ることを提唱し,
次の如 く述べておる。
『監査委員会の最 も重要な特徴は,さ まざまの異った産業に於ける多 くの公
社 に関 して知識 を蓄えることにあ る。それは国有化産業の持つ諸問題に対 して
.比類なき洞察力を持ち,又 各公社がそれ ら諸問題の解決に当って採 るさまざま
の 方法を比較検討す る優れた 能力を有す る専門家を 養成す る ことにな るであ
ろ う。 政府 内部 に 国有 化 産業 に関 す る知 識 と経 験 と を清 算す る清 算所
く91eari㎎ボhouse)の如 きものがあることは我 々にとって極めて有利であろ う。』
(p.204.)そしてこの委員会のメソバーは恒久的であって,長期的に国有化産業
に共通せ る諸問題例えば労使関係,価 格政策,剰 余金の処理方法,人 事問題,
公社 と消費者 との関係,資 本調達 と資本投資等を調査する訳である。確かに国
有化産業の能率測定は私企業 と違って困難な要素があるが,現 在 しば しぼその
非能率を批判 されているだけに,こ の ような能率測定の恒久的専門委員会の設
置は,国 有化産業に関す る不当な誤解を避け る意味で も有意義であろ うと思わ
れ る。
5.委 員 会(Board)と 消 費 者 委 員 会(C・nsumers'C・uncfS)
委員会(Board)に就 いてはそ の性格 と構成,そ の任命の方法,そ の命令 の
権 限等の問題 があ るが,こ こで は.主としてそ の任命の方法についてRobsonの
見解 を述べ る。
委 員会 の任命 の方 法に就 いて のRobsonの批判 も彼 の 『公社 は 自主 的 な活動
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を積極的にすべ きで あ ってそれ を阻止す るよ うな干渉 は出来 る限 り最少限 度に
留め るべ きで あ る』 との根 本理念か ら出発 してお る。従 ってRokSonも他の多 く
の批判 者達 と同 じよ うに国有化産業 の幹部に敢為 有能 な人材 が多 く登用 され る
よ う種 々工夫すべ きであ る ことを強調 してお る。理事者 の給料 が現在極めて低
く例えばBBCの 委員長 の給料 の如 きは1926年以降全 く引上げ られずに今 日に
到 ってお る(p.232.)などは一"例で あ って,この よ うな低い報酬 は速やか に改正
すべ きで あ ることを説いてお る。 この ような報 酬の引 き上げ も人材登用の一方
策で あ るが,Robsonは更に重要 な方策 として委員会の任命 の方 法につ いて も
もっと広 く朝野 に人材 を求め る工夫 をすべ き ことを強調 してお る。理事会 の任
命 は 勿論 大臣の 権限 内の ことであ るが,従 来 の 任命実績 は余 り芳 しい もので
な く,停 年退職 した 老齢 の 役 人 や 実 業 家 を任 命 し多 くは 保守 退嬰的な人事・
が行 なわれた。委員任命 の方法 として,戦前か ら例 えばTheLondonPasse㎎er
TranspOntBoardの如 くに任命 委員会(ApPo血t㎏Trustee)の如 き ものが設置,
され るのがイギ リスに於け る慣行 にな ってお るが,か か る類いの任命方法は,
Robsonに依れ ば,外 観甚だ民主 的 な方法の よ うに 見 え る が そ うで はな く,
本 来 委 員 任 命 は 大 臣が率先 して努力 し自己 の所 信に基 いてなすべ きだ として
お る。 「もし大 臣がかか る任命 をなすのに不適だ とすれば,一 体大臣は如 何な
る仕事 に適 して お ると云われ るべ きであ ろ うか。 もし大 臣が任命す ることに不
適だ とす るな ら,我 々はむ しろ我 々の政府 の組織 を変えた方が よいであ ろ う。』・、
(P.220.)と迄Robsonは極言 してお る。 そ して任命期間中は,委 員 が 安 んじ
て 自己の職責に全力 を尽 し得 る ようにすべ きで あって,現 在 の如 く大 臣の一存
でいつで も委員を罷免 し うるよ うな仕組み は改正 され るべ きだ と述べてお る。
消費者 委員会(Consumers'Council)は設立 以来,国 有化産業 と消費者 との関t、tN
係 を調整す る上に於 て可成 りの役割 を果 して来 た とRobsonは考えてお る。勿
論 始め に期待 した程 の実績はあげ得なか った ことは事実であ るが,之 を根本 的
に改組す るよ うな ことは不必 要であ り,時 の経 過 と共 に将来 は一層 消費者委 員.
会 はその重要性 を増加す るであ ろ うと見てお る。 しか しなが ら現在の消費者 委
員会に も改正 され るべ き点は多 くあ る ことを認 め,例 えば 消費者委員会 の メソ
バ ーの在任期間が短かす ぎるか らもっ と延長すべ きであ る とか・(p.262.)また一
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財政的に公社か ら援助を受けておるのは好ましくない(p.263)とか更には消
費者委員会が単に公社か らの資料のみに基いて判断す るのでな く,やは り自分
で独 自の調査機関な り組織 な りをもつべきであってその点で公社に依存 し勝ち
なのは好 ましくないとか,改 正すべき点を列挙 しておる。しか し之は現在の消
費者委員会の根本的な在 り方を変更す るものでな く,部分的な改正に留まって
おる。
しか しこの消費者委 員会 との関連に於て,Robsonは 国有化 と共 にPubiic
Relationsもまた変 更 さるべ きことを強調 し,国 有化は単 な る端初 に過 ぎないの
であ つて,そ れが真 の意味でsocialなものた り得 るためには,た だ組織 だけが
変革 され るだけでは不十 分であ って,国 有化産業 に従事す る委 員 ・労働者にぽ
公共精神 の 自覚が必要であ り,ま た消費者 ・輿論 は この国有1ヒ産業 を積極的 に
理解 し之 に建設的な意見 ・忠告 を述べ るよ うにな る ことが必 要だ としてお る。
この よ うな新 しいモ ラルの強調はRobsonのこの著書に一貫 して流れ てい ると
云え る。
6.国 有化 産 業 の財 政 問題
国有化産業の財政問題は多岐にわた り,補償 ・価格政策 ・資本調達 ・借入れ
の返済 ・公債の償還 ・減価償却等の諸問題が含 まれ,そ れぞれの問題について
第十一章は可成 り詳細に扱っておる。紙面の都合で ここでは価格改策 と資本謁
達に限 ってRobsonの所説を紹介す るのに留ある。
ノ
価格政策 に就いては,主 と して理 論的に経 済学者 か ら取 り上げ られて来 て お
るので あ るが,行 改学者た るRobsonの価格改策に関す る見解 は もっと柔軟で
あ る と云 え よ う。 主 と し てRidleyCommitteeと1.M.D.Littleに依 って 代
表 され る限 界価格論 の内容 を説 明 した後,Robsonはこの よ うな見解に直接 反
対 の意 を表 明 しては いないけれ ども,価 格の設定が限界 コス トに依 るか平均 コ
ス トに依 るかはそれぞれの産業 の事情 と常識 とに依存す る ものであ って一 義的
には きめ られない とす る。(P.292.)例えば市 内電話料金,大 都市の地下鉄 料
金,或 いはBBCの 聴 取料金の 如 きは,行 政 的繁雑 を 避け るためか或 いは 文 化
政 策 の立場か らして平均 コス トに基いて一率料金制 度を とるの が 良 い と考 へ
る。つ ま りRobsonは価 格政策 に対 して経済的 のみ に考察 してお らず.それはむ し
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ろ行政的 ・政治的 ・文化的な諸要因を考慮 してなされねばならぬことを強調 し
てお るのである。 これは行政学者としてのRobSOnには止む を得ないことであ
ろ う。 しかし従来の国有化産業の低価格政策にはRobsonは反対であって,価
'格をもっと引上げ(特 に石炭 ・電気)そ の自己資金を豊富にさせ,従 来 よ りも
他人資本への依存度をもっと減少 させ るべきであると主張 し,価 格引上げに賛
』成 しておる。
国有化産業の価格設定が,純経済的に決定 されないとすれば,そこに新 しい問
題 が生れ る。即ち公社の改治的価格決定は公社の経営 と如何に調和せ しめ うる
かと云ふ問題である。例えば辺境地方に対す る電力施設の拡充 とか.経済的には
引合はな くても地域住民の福祉のために地方鉄道を存続せ しめねばな らぬ場合
とか,或いはBEAの スコットラソド定期航空の場合の如 く,いつれ も赤字を伴
.わずには運営出来ないものである。結局それは同一産業 内で経済的に採算の と
,れる部門には重荷 とな り,総体 として国有化産業の財政は不利にな らざるを得
ない。そ こでHerbertCommitteeは前述のように,このような経済性を無視 した経
・営がたとえ部分的に もせ よ国有化産業内に存す ることは国有化産業の経営に好
ましくない結果をもた らし能率に阻害的であるか ら,かか る政治的な価格設定
はむ しろ大臣の権限に委せ,そのために生ずる赤字 も大臣の責任にさせ,公社は
専 ら恰 も営利会社の如 くに経済性を第一義的条件 としてその経営をなすべきで
あ ると主張したのである。 しか しなが らこのように価格設定に経済的 と政治的
とを峻別 し前者は公社,後者は大臣と云 うように区別す ることはRobsonの採 る
所 ではない。Robsonは今 日では単に公企業のみでな く私企業で も純然たる経済
的動機のみで運営 されてはお らずいつれ も程度の差はあれ公益を念頭に置いて
経 営せ られておることを指摘 しこのよ うな峻別に反対 しておる。公企業である
以上は公益を念頭におきなが らその企業能率を高め るように努力ナベきで之は
委 員会の当然 の任務であ り,もした とえそれが能率阻害 的であ ると して も,国有
化産業 の能率 はそれ を も含めた上で,前 述 した監査委員会(AuditCommission)
等 の専門家に依 って私企業 とは異 った標 準に基いて判 断 され るべ きだ と云 うの
.がRobsonの考 え方 のよ うで あ る。
次 の国有化産業 の投 資をめ ぐってで あ るが,従 来'1)国有化産業は過 大の投
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資 を行 って来てお り,投資効率 も悪い。2)国有化産業の外部資金調達は私企業
よりもよ り安い金利で 容易に な しうる。3)自 己資本の全投資額に於て占め
る比率が 私企業に 比して遙かに 少ない等の批判がな されて来た。之に対す る
Robsonの見解は次の如 くであ る。1)投 資効率に就いては価格が大臣によ り
決定され公社の自由にな らなかったので,必 ず しも悪い とは断定 しかねる。石
炭 業の如 きは戦後の石炭不足の時に営利会社 と同じよ うに値上げをしたな らば
莫大な利潤を上げ得たであろうと反論 しておる。(P,305.)確かに戦後の一般
的資本不足の状況では,国 有化産業に対す る外部資本供給が制限 され るのは止
むを得ない ことであろ うが,しか し鉄道の如 き産業では,従来でも資金供給が不
十分であった ためにその再組織計画の実現が阻止されて来た し,将 来 もその
懸念が存す るか ら一律に 投資の 削減を行な うのは 賢明で ないと考えておる。
2)外部資金調達については,HerbertCommitteeやHarr(〉(1の如 きは私企業と
同 じ条件で政府の保証無 しに各国有化産業は資本市場か ら調達すべきだ として
おるが,Robsonは国有化産業をして私企業 と同じ条件で資本調達をさせ るこ
とは,私 企業 と企業経営の条件が異 る(独 占企業は巨大な内部留保によって資
金を内部調達す ることが可能)の で無理であ り,仮 りに調達 して も集まる資金
・は極 く僅かであろうと考え,国有化産業が政府保証で資本調達す る現在の方法
に賛成 しておる。3)の 内部資金の比率が少なす ぎることはRobsonも認めて
:おり,料金の値上げに依って剰余金を増加す る必要を認めておる。
7.労 働 問題
国有化産業の労使関係に就いては,従 来国有化以後あま り良 く行ってお らぬ
と云 う批判が極めて多 く,又労使協議制 も中央集権化のために下部大衆の意志
が反映されず労働者の不満が積 もるばか りで,ス トライキ等の頻発す るのもこ
れが原因であると考える傾向が強かった。Robsonはこのような否定的見解に
対 し,な るほ ど石炭 ・鉄 道 ・航空等の産業の労働老等の態度には過去の長い間
の悪い労使関係のために国有化後 もなお旧態依然たるものがあるけれ ども,大
'勢としては可成 り労使関係は改良された し労働者の生活 ・労働条件等も改善 さ
れた とし・肯定的な面を強調 しておる。例えば賃金なども石炭業では非常に改
善され六 し,他の国有化産業で も賃金はよ くなっておる。安全 ・福祉の面では
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著 しい向上がなされ,訓 練 ・教育 ・昇進 ・人事管理 ・賃金構造等の面で も以前
私企業時代に見 られたような非合理的要素は甚だ少な くなって来た。総体 とし
て このような面での進歩は可成 りのものがあったと見ておる。 しか しなが ら労
働 者のモラル ・態度に於ては多 くの是正 され るべき点があることを指摘 して,・
その面での改良が遅々としているのに遺憾の意を表明し,し ば しば頑冥固随な
態度には非難を も向けておるが,し か しこれが過去の長い歴史の遺産であると
す れ ば 一 朝一 夕 には 改善 され 得 ず長 期 的 な啓 蒙的教育活動が極めて必要
であることを強調 しておる。Robsonは国有化産業に於け る労使関係の改善方
策 として教育 と啓蒙そ して コミュニヶ一ショソを重視 しておる。そ して これ ら
が特に最近必要 とされ るのは,1)国 有化産業に於ける技術の進歩 ・合理化に
対 して労働者の理解 と協力を得 るため,2)最 近のイギ リス経済に見 られ る労
働力不足に対処す るためには是非 とも人員の再配置が必要であ り,しば しば こ
の人事管理の合理化に対 して労働老 と労働組合は無理解 と非協力 とを示 して来:
たので,こ のような態度を変更させ,理 解 と協力を得 るためである。 と同時に
国有化と共に労務管理の面でも改善 され るべき点が多 く生れておることも否定.
し得ない。例えば最下層の作業単位の規模が大きくな り過ぎ,そ のため能率あ・
る作業のために必要な労働者間の個人的忠誠乃至親近感が失われつつある点な
ども改正 されねばな らない。総 じて労働者のモラルの面ではRobsonは現状で
は不満足な点が多い ことを指摘 してお りその解決 も容易にはな し得ないと考え
ておるが,そ の解決 としてはやは り一方で労務管理の改良,他 方では教育 と啓
蒙による労働者の態度の反省に求めておるようであ る。
又労 使協議会(JointConsUltation)の役割に就いても,労 使関係の改善には.
相当の貢献をして来た ことを認めてお り,特に国有化以前に比較的労使関係の・
良か っお電気産業 と航 空業 で この協議会の果 した役割を高 く評価 しておる。
(PP.352-p.354)国有化以前労使関係が悪かった石炭や鉄道では労使協議制は
国有化後 もその成果は芳 しいものではないが,し か し国有化 と共に急速に これ.
らの産業 の労使関係の進歩を望む ことが間違ってお るのであって,前 述 したよ.
うに長期的視野に立って改善を計ることが必要であると考えておる。
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8.研 究 開 発 ・技 術 的 進歩
第十三章は研究開発(Research)を取 り扱っておるが ・ ここではRobsonは
「国有化産業に於ける研究開発 ・技術進歩の必要性を極めて強調 しておる。之は
技術革新の現代に於て当然の ことではあるが注 目して良い と思 う。
Robsonの例示 した数字では,原 子力公社は別として石炭 ・電気 ・ガス等の
主要国有化産業に於ける研究投資は次表に掲げるように戦後 も決 して十分 とは
二云えず,三 産業合計 して もICI一社の半分以下にす ぎない。
主要イギ リス国有化産業の研究費.
産 業 別
石 炭
電 気
ガ
年
1955
次 座 究 費
¥1,000,000
1956-7i¥890,000
ス 1956-7 ¥1,150,256
以 上 合 計 ¥3,040,256
研究費の売上高
に対する比率
0.1%
0.23%
0.3%
平 均0.2%
ICI・9571¥8,5・ ・,…1・.8%●
(註)Robson,NationalizedIndustryandPublicOwnershipPP.368-369.
なほ,石炭業の数字は概数。
国有化 以後 これ ら主要国有化産業 に於て もあ る程度 の技術進歩が なされ,火
一力発電に於 け る熱効率 の上昇 ・英 仏海 峡間の送電実 験等注 目す べ きもの もあ る
けれ ども,ま だ まだ不十分 であ る。例 えば鉄 道 の如 きは19世紀 と余 り変 らない
よ うな低効率 で石 炭を使 用 して お るとか,石 炭 の家庭 に於け る不経 済な消費 と
かは 日常到 る所 で見 られ る。石炭 ・鉄道 の如 き斜陽産業 では,新 興産業 た る原
子 力産業 な どと異 り,研究者 ・科学者達が容易に集 まらない し,又私企業時代 の
低 投資に基 く低 い生産性 ・低い利潤 と低い研究費 ・それに伴 う近代化投資 の停
滞 と云 う一連 の悪循環 があるため,国 有化 以後 もこれ らの産業 では全般 的に研
一t究開発 に対す る熱意が見 られ ない。RobsOnはこの よ うな悪 循環を除 き去 り私
企業時代にはな し得なか った よ うな近代化を遂行す ることが自有化を行 う際 の
一つ の 目標ではなか ったか と問 うてお る。
この研究開発 ・技術進歩 を国有化産業 内で促進す るためにRobsonはさまぜ
ま な具体的方策を挙げ てお る。研究費を増額す る ことも必要 であ るが,そ れ に
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劣 らず 組織 の面 で も改 良すべ き点が多 くあ る。科学者 ・技 術者の数がイギ リス
全 体で絶対 的に不 足な今 日,斜 陽産業 た る石 炭や鉄道には容易に優1/した研究者'
・技術者 が集 まるとは考え られ ない。従 って組織面 としては,こ れ ら産業 の委
員会 のfull-timeの一員 として技術者 を任命す る ことや,又 若 い 科学 者 ・研究.
者 の給料 を増額 しそ の社会的地 位を も高め る必要 があ る。又研究 の重 複を避け
る 目的 で 『研究諮 問委員会』(ResearchAdvisoryCouncil)の如 き ものを 設立v
し,現 在 及 び将来 の研究計画に就 いての情報 を得て,研 究全 体に関す る傭鰍図
を持 ち,こ の委 員会は各産業 内での研 究計画 の樹立に際 し相談 に乗 り合理的な
研究態 勢の実現を促進す る。(p.384.)現在各産業 は研究 を数多 くの研究 組合'
(ResearchAssociation)に委託 してお り,そ れ に よって可成 りの成果をあげ て
お るが,し か しそれ だけ ではや は り不十分であ り,そ の よ うな依存度をな るべ
く減 らす ために,各 産業 は 自己 の研究部門(ResearchDepartment)を整備 拡大
す る必要が あ る。国有化 産業 の生産性 の増大 のた め,Robsonがか よ うに研究
開発 ・技術進歩 の問題 に大 きな関心 を持ち始めた ことは,国 有化産業 の新 しい
方 向を示唆 す るもの として注 目す べ きことであ ろ う。 ●
9.過 去 の実 績
イギ リス国有化 産業 の戦後十数年間 の実績 に対す るRobsonの評価は如 何?
Robsonは実績 の評価 に 就いては私企業 と同 じ規準 を 用 いる ことの 不適当で あ・
る ことを再三強調 してお り,私 企業 を標 準に して国有化産業 の非能率を指 摘 し
た イギ リス経 営者連盟(FBI)の"Nationalization"に見 られ る結論 には反駁 して
『そ の結論 は先験 的な推理 に基 いてお って,何 らの根拠 に よって も支持 され得
ない』 と述べ てお る。(p,421.)彼はイギ リス労 働組合会議(TUC)が1950年の
報告 に於 て産業 の公的所 有が追求すべ きだ と した次の六つ の 目標 が現実の国有
化産業 に於 て如 何程達成 され たか に答 える ことに よって,彼 の国有化産業 の実
績 に対 す る結論 を明示 して おる。(pp.454-455.)イギ リス労 働組 合会議 の 目
標 は1)最 少の コス トを以て最良の可能 なサ ー ビスを提供す ること。2)国 有
化産業労 働者 の賃金 と労 働条件 を改良す る こと。3)国 有化補 償公債 の利子が
少 さい ことと,国 有化産業 の借 りる資本金利が低い ことに依 って,一 層 の所 得
の平等を実 現す る こと。4)経 済全般 に対 して よ り一層 の公的統制 を可能 にす
「
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る こと。5)完 全雇用を達成 す る こと。6)労 使 協議制 を一層活 用す る ことに
依 って,産 業民主 々義 を確立す ること。
この よ うな 目標に対 して ロブ ソソは次 の よ うに答えてお る。 『もしこれ らの
目標 が今迄 に如何程実 現 され たか をたずね て見 る時,そ れ に対す る我 々の解答
は次の如 くであ る。産業国有化は,投 資に必 要 な資本を,国 有 化がなされ なか
った場 合に比 して,一 層多 く利用す ることが出来 た し,そ の利子率 も可成 り低
い。 しか しなが ら最少 の コス トで最良の可能 なサ ー ビス と云 う目標が石 炭業 と
鉄業 とでは まだ達成 された とは云えない。 これは これ らの産業 で近代 化 と設備
革新 の過程が十分 な速度で進んでい ない ことに 基 くものであ り,又 一面それ ら
産業 で働 く労 働者 の態 度に も基因す るのであ る。 この 目標 に よ り近 く実 績 をあ
げた のは,電 力業 ・ガス産業 ・BBC・イギ リス原子力公社 ・航 空業であ る。 も
っ ともBOACの 実績 は,ロ ソ ドン空港 に於 け る用務 要員 の 人員整i理に対す る,
態 度が原因で極 めて振 はない ので あ るが 。
賃金及 び労 働条 件に就いては,国 有化産業全 体を通 じて一様 に満足す べ き状
態 とは云 えないに して も,国 有化 が なされなか った とした場 合に比 して明 らが
に良 くな ってい ると云 え る◎
国有化補 償公債に依 って利 子 と して支払われ た額 はた しか に少な く～ もしこ
れが国有 化がな されず 営利企業 に よって今 日迄 も営 まれてい た とす るな らば,
鉄 道業 を除いて,他 の産業に於ては凡て遙 かに多額の利潤 が生み出 され ていた.
であ ろ うことは疑 いない。 しか しこれが所 得 の平等を促進す ると云 う点では,
全 額の絶対量が兎に角少ないのであ るか ら,殆 んど大 きな効果 はなか った と云
え る。
燃料 ・動 力 ・輸送 に関す る基礎産業 が公有 され てお ることに依って,確 か に
イギ リス全経 済に対 す る よ り一層 の統制が可能 にな った。 このよ うな統制 は最
近 イ ンフレーシ 。ン対 策に用 い られ た。そ してかか る統制 は高度 の完全雇用 を
維 持 す るに も用 い得 ることが 出来た 。
国有化産業に働 く労 働者の態 度は,国 有化 に よってそ の根本的 な姿に於て は
まだ変 っていない と私は考え る。ただ石炭業 の労 使関係に於 て1946年以前長 い
間見 られたあの荒 々 しさは確か に柔 らげ られた ことは云え る。産業 民主 々義 は.
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色 々な方法で育てあげられつつあるのであるが,し か しどの国有化産業に於て
もまだ一般労働者の問に公共奉仕の精神が成長 しつつあ ると云 う明らかな兆候
はない。しか し公社の職員・高級幹部の中には,たしかに仕事に対する熱意・公共
利益に対する真摯な配慮 ・真の公務員を単に儲けのために働 く市井の人 と区別
するかの熱正なる態度 とが十分に存することが認められ るのである。」(p.455・)
10.公 的 所 有 を め ぐ る 問 題
以上 の国有化産業 の過去 の実績か ら,Robsonは次の よ うに結論 す る。 『過去
の 成 果を概括 的に判定 すれぽ次 の如 くな る。即 ち これ らの産業 は多 くの点に於
て,も しそれ らが私企業 の下にあ った と した場 合に考 え られ るよ りも相当程度
良い状態 にあ る。』(p.460.)この よ うに国有化産業を弁護 した後 で,Robsonは
最 終章 に於 て最近やか ま し く論争 され てお る国有化 の将来 の問題 に就いて論 じ
自己 の見解 を述べてお る。
最近国有化の将来 に関 しては労 働党の間に異論が絶 えない 。C.A.R.Cr(》sland
の表 現 を借 りる と,『 国有化 の将来 に就 いて左翼政党 の間で これ ほ ど意 見が ま
ち まちで あ るのは,過 去一世紀 をふ り返 って見て今 度が最初 であ る。』 程であ
る。(P.465.)しか し労 働党 々首 ゲ イツケルに して もSocialistUnionにして も
党 の主流 を占め る人 々の間では国有化 の拡大 に就 いては消極的 な意見が圧倒 的
であ る。 この よ うな態 度 の変 化が何故生 じたかはそれ 自体甚だ興味が ある問題
であ るが,Robsonの解釈 は次の よ うであ る。RobSonはこの原因 と して次 の三
つをあげておる。1)従来国有化の 目的とされた さまざまの 目標 富の平等,
産業の民主的管理等 一は現在では,必 ず しも国有化に依 らな くても実現 し得
る。例えぽ企業の株式を相続の際に国家が取得する,或 いは多額の資本課税,
或 いは価格統制等々。即ち社会主義的 目標の実現手段は今 日では遙かに多 ぐな
ったため,必 ず しも国家は国有化にのみ依存す る必要はな く,場合に依っては
株式の取得のみで も良い。2)労 働党は国有化に余 り多 くを期待 しすぎ,国 有
化は単なる端初であって,国 有化後 も労務管理 ・技術 ・組織形態の面で地味な
改良進歩がなければ国有化は成功 しないと云 うことが認識出来なかったこと。
3)国有化以後 イギ リスのジャーナ リズムが 絶えず国有化 のマイナスの面のみ
を誇張 して宣伝 したため,遂 に労働党 もこの ような宣伝の圧力に屈伏 してしま
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一った こと。(P.479.)そしてRobsonはかかる原因はそれぞれに然るべぎ根拠が
あると考えておる。
然 らばRobsonの国有化の将来に関す る見解は如何?RobsonはGaitskelや
:SocialiStUnionの主張するような混合企業に賛成 してお り,必 ず しも戦後見 ら
れた型の公的所有 と公的経営 を兼ねた国有化 を将来 も一層推進すべきだ とは固
執 してお らない。Robsonも最近のイギ リス社会主義者が新 しく抱 き始めた考
え方 『国有化は産業全部に及ぶ必要はな く,一 部分のみでも十分 目的が達せ ら
れ る。そ して社会主義 と競争 とは必ず しも矛盾せず,国 営企業 と私企業 との競
争 も能率の面では有益である』 と云 う考え方を採用 しておる。従 ってRobson
自身の国有化の将来に関す る考え方は可成 り柔軟である。 この点に関 して本章
末尾に彼の見解が述べ られておるか ら訳出す ると次の如 くである。(P.487.)
『第一にもし産業乃至企業が明かに成功的乃至能率的に仕事 をしておるなら
・ば,そ れが単に規模が大きいと云 うだけで国有化をする必要はない。だが しか
しもし一産業に支配的地位 を占める会社が公的調査の上でその独占的地位 を公
益に反す るように悪用 していることが明 らかにならたな らぽ,そ れは国家がそ
の会社 を取得す るに十分な理由となるであろう。その例はイギ リス酸素株式会
社である。
第二に外国で作業に従事 し又は輸出に従事 しておる産業又は企業は,も し国
有化され ると,若 干の国々で(特 にアメリカ)そ の生産物の販売に支障 を来た
す ことがあ り得 る。(以 下三行略)
第三に もし国家が過去に於て経営がまつ く技術 も停滞的で,有 能な経営者 ・
技術者が不足 し,そ して資本が不足であったよ うな産業(例えば石炭業 と鉄道)
を接収す るとすれば,国 家 といえどもかかる産業の衰退の惰性を喰い止めそれ
を進歩の方向にもって行 くことは著 しく困難である。それは上述 した ような状
況は公企業に とって甚だ不利であると云 うことを示す。
第四に,そ の産業の成立当初に公的所有乃至公的管理に移行 した産業(放 送
・航空 ・原子力)に 於てはその成果は極めて著 しい。公企業は古い収縮 しつつ
ある産業に於てではな く,新 しく発展 しつつある産業に於てより良い成果をあ
酵 得 る。
、
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第五に,.国有化 を一一国全部にわたる独占的規模の巨大経営と同一視す るのは
誤解である。従 って産業毎に最適規模の経営単位を発見する努力が必要であ り
又国有化産業内でもその産業 内に刺戟をひきおこす ことが必要であ る。又同一・
産業又はサービス内で も私企業 と公企業の中で同様に競争をもた らすのは必要
である。
第六に,過 去に於て石炭・ガス・電気・鉄道・道路運送 ・航空業 をその全産業に
わたって国有化 した ことは,そ の技術的・組織的・財政的事情か ら正 しかったと
云えるが,将 来に於ては多 くの場合全産業ではな くその うちの若干の産業 を接
収するか或いは新 しい産業 を国家が自ら設立す る方が良いか も知れない。」
結局Robsonは将来の方向としては,私 企業の株式の取得に よ って私 企業
の中に公的所有部門を拡大 して行 くと云 う混合企業の行 き方 と,従 来 よ りも
㎏idでない部分的な国有化の行き方 と,こ の二本建が良いと考えておる。国
有化産業に関す る詳細な調査 と分析の後に到達 した このRobsonの結論は,そ
れだけに権威あるものであ り,将来の国有化のあ りかたにも大きな貢献をなす
ように思われ る。
ノ
